
　議案第38号

 （総　　則）
　第１条　　令和４年度飯南町病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
　第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）病床数 48 床
（２）年間患者数

入　 　院 12,264 人
外　 　来 36,958 人（病院外来33,438人、診療所外来3,520人)

（３）一日平均患者数
入　 　院 33.6 人
外　 　来 155.8

 （収益的収入及び支出）
　第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　　病院事業収益 千円

　第１項　　医業収益 千円

　第２項　　医業外収益 千円

第１款　　病院事業費用 千円

　第１項　　医業費用 千円

　第２項　　医業外費用　 千円

　第３項　　予備費 千円

 （資本的収入及び支出）

　54,251千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額2,788千円、過年度損益勘定留保資金
　51,463千円で補填する。）。

第１款　　資本的収入 千円

　第１項　　企　業　債 千円

　第２項　　一般会計出資金 千円

第１款　　資本的支出 千円

　第１項　　建設改良費 千円

　第２項　　企業債償還金     千円

　第３項　　他会計長期借入金償還金     0 千円

1,088,008
1,073,719

1,000
13,289

128,566
30,676

79,191
25,800

159,242
支　 　出

104,991

　第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める (資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

 令和４年度 飯南町病院事業会計予算

人（病院外来137.6人、診療所外来18.2人）

収　　　入

支　 　出

収　 　入

1,039,688
743,353
296,335
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　（企業債）
　第５条　  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率
借入先の融資条件による。ただし企業財政その他の

25,800千円 証書借入 4.0％以内 都合により据置期間及び償還期限を短縮し、若しくは
繰上償還又は低利債に借り換えることができる。

　（一時借入金）
　第６条　  一時借入金の限度額は、　100,000 　千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
　第７条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

（１） 給与費 586,247 千円

　（たな卸資産購入限度額）
　第８条　　たな卸資産の購入限度額は、123,376　千円と定める。

　（重要な資産の取得及び処分）
　第９条　　重要な資産の取得及び処分は、次のとおりと定める。

（１）取得する資産
種　　類 名　　称 数　　量
施設整備 病院全館ＬＥＤ照明化工事 一式

令和 ４年 ３月 ７日　提　　出

令和 ４年 ３月 　日

その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　飯　 南　 町　 長　 　塚　原　隆　昭

償還の方法

医療機器等整備事業
施設整備事業

　飯南町議会議長　 　早　樋　徹　雄
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　（収　入） (単位　千円)

予定額 備　　考

1 病 院 事 業 収 益 1,039,688

1 医 業 収 益 743,353

1 入 院 収 益 377,436

2 外 来 収 益 308,383

3 そ の 他 医 業 収 益 57,534

2 医 業 外 収 益 296,335

1 受 取 利 息 配 当 金 1

2 他 会 計 補 助 金 270,000

3 補 助 金 1,301

4 患 者 外 給 食 収 益 468

5 長 期 前 受 金 戻 入 16,143

6 そ の 他 医 業 外 収 益 8,422

　（支　出） (単位　千円)

予定額 備　　考

1 病 院 事 業 費 用 1,088,008

1 医 業 費 用 1,073,719

1 給 与 費 586,247

2 材 料 費 123,376

3 経 費 259,316

4 減 価 償 却 費 101,378

5 資 産 減 耗 費 2

6 研 究 研 修 費 3,400

2 医 業 外 費 用 13,289

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

9,319

2 雑 損 費 10

3 消 費 税 3,960

3 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

款 項 目

令和４年度 飯南町病院事業会計予算実施計画書

１．収益的収入及び支出

款 項 目
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　（収　入） (単位　千円)

予定額 備　　考

1 資 本 的 収 入 104,991

1 企 業 債 25,800

1 企 業 債 25,800

2 一 般 会 計 出 資 金 79,191

1 一 般 会 計 出 資 金 79,191

　（支　出） (単位　千円)

予定額 備　　考

1 資 本 的 支 出 159,242

1 建 設 改 良 費 30,676

1 建 物 整 備 費 17,483

2 有形固定資産購入費 13,193

2 企 業 債 償 還 金 128,566

1 企 業 債 償 還 金 128,566

3
他 会 計 長 期 借 入 金
償 還 金

0

1
他 会 計 長 期 借 入 金
償 還 金

0

款 項 目

款 項 目

2．資本的収入及び支出
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（単位　千円）

金額

1 病院事業収益 1,039,688 1,007,734 31,954

1 医 業 収 益 743,353 707,700 35,653

1 入 院 収 益 377,436 364,952 12,484

1 入 院 収 益 377,436

2 外 来 収 益 308,383 283,278 25,105

1 外 来 収 益 308,383

3 そ の 他 医 業 収 益 57,534 59,470 △ 1,936

1 室 料 差 額 収 益 360

2 公 衆 衛 生 活 動 収 益 22,596

3 医 療 相 談 収 益 23,285

4 そ の 他 医 業 収 益 11,293

2 医 業 外 収 益 296,335 300,034 △ 3,699

1 受 取 利 息 配 当 金 1 1 0

1 預 金 利 息 1

2 他 会 計 補 助 金 270,000 270,000 0

1 一 般 会 計 補 助 金 270,000

3 補 助 金 1,301 621 680

1 国 県 補 助 金 1,100

2 事 業 勘 定 繰 入 金 200

3 そ の 他 補 助 金 1

4 患 者 外 給 食 収 益 468 420 48

1 患 者 外 給 食 収 益 468

5 長 期 前 受 金 戻 入 16,143 20,542 △ 4,399

1 長 期 前 受 金 戻 入 16,143

6 そ の 他 医 業 外 収 益 8,422 8,450 △ 28

1 不 用 品 売 却 収 益 600

2 そ の 他 医 業 外 収 益 7,822

（収　入）

本年度
予定額

目 比　　較
前年度
予定額 区分

令和４年度  飯南町病院事業会計収入支出明細書

１．収益的収入及び支出

款 項
節

説明
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（単位　千円）

金額

1 病院事業費用 1,088,008 1,079,616 8,392

1 医 業 費 用 1,073,719 1,064,634 9,085

1 給 与 費 586,247 573,407 12,840

1 給 料 191,843

2 手 当 170,820

3 賞 与 引 当 金 繰 入 額 23,612

4 報 酬 114,678

5 法 定 福 利 費 80,801

6
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

4,493

2 材 料 費 123,376 123,960 △ 584

1 薬 品 費 48,240

2 診 療 材 料 費 70,536

3 医 療 消 耗 備 品 費 4,600

3 経 費 259,316 243,169 16,147

1 旅 費 交 通 費 914

2 職 員 被 服 費 1,192

3 消 耗 品 費 3,600

4 消 耗 備 品 費 1,200

5 光 熱 水 費 26,530

6 燃 料 費 1,448

7 食 糧 費 42

8 印 刷 製 本 費 400

9 修 繕 費 5,800

10 保 険 料 2,768

11 賃 借 料 19,268

12 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 40

13 通 信 運 搬 費 1,371

14 委 託 料 151,772

15 諸 会 費 39,671

16 交 際 費 300

17 雑 費 3,000

（支　出）

前年度
予定額

比　　較
区分

款
節

説明項 目
本年度
予定額
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（単位　千円）

金額

4 減 価 償 却 費 101,378 120,696 △ 19,318

1 建 物 減 価 償 却 費 42,095

2 構 築 物 減 価 償 却 費 988

3 機械備品減価償却費 44,487

4 車 両 減 価 償 却 費 680

5
建 物 附 属 設 備
減 価 償 却 費

13,113

6
水 道 施 設 利 用 権
減 価 償 却 費

15

5 資 産 減 耗 費 2 2 0

1 棚 卸 資 産 減 耗 費 1

2 固 定 資 産 除 却 費 1

6 研 究 研 修 費 3,400 3,400 0

1 図 書 費 1,950

2 旅 費 1,450

2 医 業 外 費 用 13,289 13,982 △ 693

1 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

9,319 10,472 △ 1,153

1 企 業 債 利 息 9,219

2 一 時 借 入 金 利 息 100

2 雑 損 費 10 10 0

1 雑 損 費 10

3 消 費 税 3,960 3,500 460

1 支 払 消 費 税 3,960

3 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000

目 説明
区分

項款
本年度
予定額

（支　出）

比　　較
節前年度

予定額
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（収　入） （単位　千円）

金額

1 資 本 的 収 入 104,991 117,725 △ 12,734

1 企 業 債 25,800 47,600 △ 21,800

1 企 業 債 25,800 47,600 △ 21,800

1 過 疎 債 12,800

2 病 院 事 業 債 13,000

2 一 般 会 計 出 資 金 79,191 70,125 9,066

1 一 般 会 計 出 資 金 79,191 70,125 9,066

1 一 般 会 計 出 資 金 79,191

節
説明

区分
前年度
予定額

比　　較

２．資本的収入及び支出

款 項 目
本年度
予定額
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（支　出） （単位　千円）

金額

1 資 本 的 支 出 159,242 178,544 △ 19,302

1 建 設 改 良 費 30,676 49,979 △ 19,303

1 建 物 整 備 費 17,483 17,173 310

1 施 設 整 備 費 17,483

2
有 形 固 定 資 産
購 入 費

13,193 32,806 △ 19,613

1 機械及び備品購入費 13,193

2 企 業 債 償 還 金 128,566 113,565 15,001

1 企 業 債 償 還 金 128,566 113,565 15,001

1 企 業 債 元 金 償 還 金 128,566

3
他会計長期借入金
償 還 金

0 15,000 △ 15,000

1
他会計長期借入金
償 還 金

0 15,000 △ 15,000

1
他 会 計 長 期 借 入 金
償 還 金

0

説明
区分

前年度
予定額

比　　較
節

款 項 目
本年度
予定額

11



（単位　　千円）

（ １ ） 当年度純利益（△は純損失） △ 51,709

（ ２ ） 減価償却費 101,378
（ ３ ） 資産減耗費 2
（ ４ ） 貸倒引当金の増減額（△は減少） 40

（ ５ ） 賞与引当金の増減額（△は減少） △ 419

（ ６ ） 法定福利費引当金の増減額（△は減少） 549

（ ７ ） 長期前受金戻入額 △ 16,143
（ ８ ） 受取利息及び配当金 △ 1

（ ９ ） 支払利息 9,219

（ 10 ） 未収金の増減額（△は増加） △ 500

（ 11 ） 貯蔵品の増減額（△は増加） 1,000

（ 12 ） 未払金の増減額（△は減少） 800

小計 44,216

（ 13 ） 受取利息及び配当金 1
（ 14 ） 支払利息 △ 9,219

業務活動によるキャッシュ・フロー 34,998

（ １ ） 有形固定資産の取得による支出 △ 27,887
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 27,887

（ １ ） 企業債による収入 25,800

（ ２ ） 一般会計出資金による収入 79,191

（ ３ ） 企業債の償還による支出 △ 128,566
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 23,575

資金増減額 △ 16,464

資金期首残高 496,093
資金期末残高 479,629

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

令和４年度　飯南町病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
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(病院）

1　特　別　職

（人）

264

264

288

288

△ 24

計 11

そ の 他

12

12

(単位　千円）

給　　料 期末手当 計 共済費 合　　計 備　　考退職手当
職員数

報　　酬

264

比　較

長　　等

議　　員

そ の 他

長　　等

計

計

議　　員

前年度

そ の 他

△ 1

288

△ 24 △ 24

288

288

給  与  費  明  細  書

264

288

264

264

区　　分

長　　等

本年度

議　　員

11
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2　一　般　職

（1）総　　括

手当

194,851 585,853

196,486 574,692

11,161

職員手当 扶養手当 特殊勤務 宿日直

6,768 24,079 12,000

の内訳 6,768 24,110 12,000

0 △ 31 0

職員手当 勤勉手当 合　計

31,018 194,851

の内訳 30,112 196,486

906 △ 1,635比　較 △ 698 101

前年度 54,197 5,191

本年度 53,499 5,292

区　分 期末手当 管理職手当

比　較 △ 1,113 △ 743 △ 347 85 205 0

前年度 26,196 9,618 6,351 2,184 1,915

本年度 25,083 8,875 6,004 2,269 2,120 12,360 5,484

12,360 5,484

（単位　千円）

区　分 初任給調整 通勤手当 地域手当 住居手当 児童手当

比　較 損益勘定支弁職員 3 3,383 5,743

時間外手当 夜間勤務

前年度 損益勘定支弁職員 92 111,031 186,100 493,617 81,075

△ 1,635 7,491 3,670

計

本年度 損益勘定支弁職員 95 114,414 191,843 501,108

(病院）

（単位　千円）

区 分
職員数

一般職（人）

給　与　費
法定福利費 合　計

報酬 給料 賃金

84,745
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ア 会計年度任用職員以外の職員

手当

174,841 439,109

175,958 431,733

7,376

職員手当 扶養手当 特殊勤務 宿日直

6,768 24,079 12,000

の内訳 6,768 24,110 12,000

0 △ 31 0

職員手当 勤勉手当 合　計

31,018 174,841

の内訳 30,112 175,958

906 △ 1,117

イ 会計年度任用職員

手当

20,010 146,744

20,528 142,959

3,785

職員手当 扶養手当 特殊勤務 宿日直

の内訳

職員手当 勤勉手当 合　計

20,010

の内訳 20,528

△ 518比　較 △ 147

前年度 13,238

本年度 13,091

0

区　分 期末手当 管理職手当

比　較 △ 371

前年度 3,330 3,960

本年度 2,959

920

（単位　千円）

区　分 初任給調整 通勤手当 地域手当 住居手当 児童手当 時間外手当

損益勘定支弁職員 △ 518

夜間勤務

46 114,414

131,559

2,8652 3,383

合　計
報酬 給料 賃金 計

3,960

11,400

比　較

（単位　千円）

区 分
職員数

一般職（人）

給　与　費
法定福利費

本年度 損益勘定支弁職員 134,424 12,320

前年度 損益勘定支弁職員 44 111,031

比　較 △ 551 101

前年度 40,959 5,191

本年度 40,408 5,292

区　分 期末手当 管理職手当

比　較 △ 1,113 △ 372 △ 347 85 205

前年度 26,196 6,288 6,351 2,184 1,915

本年度 25,083 5,916 6,004 2,269 2,120 8,400 5,484

8,400 5,484

△ 1,117 4,626 2,750

（単位　千円）

区　分 初任給調整 通勤手当 地域手当 住居手当 児童手当

比　較 損益勘定支弁職員 1 5,743

時間外手当 夜間勤務

366,684 72,425

前年度 損益勘定支弁職員 48 186,100 362,058 69,675

本年度 損益勘定支弁職員 49 191,843

（単位　千円）

区 分
職員数

一般職（人）

給　与　費
法定福利費 合　計

報酬 給料 賃金 計
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

備　考

その他の増減 △ 1,596

採用6,938

退職△8,872

異動等338
職員手当 △ 1,117

昇給に伴う増 479 昇給昇格479

給　　料 5,743

昇給に伴う増 3,388 昇給昇格3,388

その他の増減 2,355 退職△6,136

採用4,001

異動等4,490

（単位　千円）

区　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳 説 明
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（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員一人当たりの給与

医　　師
（医療職）

正看　准看
（医療職）

事　　務
（行政職）

458,217 307,848 327,255

978,466 333,693 364,955

42歳1月 41歳4月 40歳9月

479,550 301,001 322,160

1,029,619 326,969 358,694

43歳6月 40歳1月 39歳9月

イ 初　任　給

高校卒 148,728

大学卒
保健師

　213,790

備　考
看護師

　201,823

43歳6月

311,026

令和4年4月1日現在 315,460

平 均 年 齢　（歳）

平均給与月額（円）

289,941

287,190

区 分

平均給料月額（円）

医　療　職
国 の 制 度

医療職

技　　師
（医療職）

令和3年4月1日現在

平 均 年 齢　（歳）

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

（単位　円）

(単位　円）
その他

（技能労務職）

42歳2月

区　分

151,443 150,600 147,900

一般職 単労職
一　般　職 単　　労　　職

183,220 182,200 212,600

17



ウ 級別職員数

等級 職員数(人） 構成比（％） 等級 職員数(人） 構成比（％） 等級 職員数(人） 構成比（％） 等級 職員数(人） 構成比（％） 等級 職員数(人） 構成比（％）

６級 ６級 ６級 ６級 1 33.4 ６級

５級 ５級 3 11.1 ５級 1 9.1 ５級 ５級 1 50.0

４級 1 16.6 ４級 11 40.7 ４級 4 36.4 ４級 1 33.3 ４級 1 50.0

３級 3 50.0 ３級 7 25.9 ３級 4 36.3 ３級 ３級

２級 1 16.7 ２級 6 22.2 ２級 2 18.2 ２級 1 33.3 ２級

１級 1 16.7 １級 １級 １級 １級

計 6 100.0 計 27 99.9 計 11 100.0 計 3 100.0 計 2 100.0

６級 ６級 ６級 ６級 1 33.4 ６級

５級 ５級 3 11.5 ５級 1 9.1 ５級 ５級 1 50.0

４級 1 16.7 ４級 8 30.8 ４級 3 27.3 ４級 1 33.3 ４級 1 50.0

３級 3 50.0 ３級 9 34.6 ３級 4 36.3 ３級 ３級

２級 2 33.3 ２級 6 23.1 ２級 3 27.3 ２級 1 33.3 ２級

１級 １級 １級 １級 １級

計 6 100.0 計 26 100.0 計 11 100.0 計 3 100.0 計 2 100.0

事務長等 保育士

主任主事

1級

保育士

主任

区　　分 4級 3級 2級

5級

一般職
課長、議会事務局長 課長補佐等

保育所長

2級

部長、診療所長、副院長

1級3級

その他

1級

1級

臨床検査技師、診療放射線技
師、歯科衛生士、理学療法
士、作業療法士、栄養士

薬剤師、臨床検査技師、
診療放射線技師、歯科衛
生士、理学療法士、作業
療法士、栄養士

薬剤師、臨床検査技師、診療放射線
技師、歯科衛生士、理学療法士、作
業療法士、栄養士

主任保育士

主幹

事　　務

保育士

主事

区　　分
医　　師

区　　分

看護師 医療技術

2級3級

令和4年4月1日現在

4級6級

令和3年4月1日現在

医療職（一） 医長

4級

病院施設長、副病院施設長、
院長、診療所長、
副院長

医員

2級3級

看護師、保健師

区　　分 6級 5級

医療職（二） 薬剤科長 医療技術部次長、科長、主任薬剤師

主任看護師、主任保健師医療職（三）
看護部長、地域医療部長
看護師長、副看護師長
保健師長等

薬剤師、主任臨床検査技師、主任診療
放射線技師、主任歯科衛生士、主任理
学療法士、主任作業療法士、主任栄養
士

看護師、保健師看護師、保健師

4級区　　分 5級
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エ 昇給

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）

オ 期末手当・勤勉手当

国の制度 2.150 2.150 4.30

有（５％・１０％）

有

4.10前年度 2.050

本年度 2.000 2.000 4.00

2.050

本
年
度

職員数 （Ａ） （人）

号給数別内訳

職員数 （Ａ） （人）

前
年
度

46

6号給(人）

号給数別内訳

2号給(人）

3

区　分
支給期別支給率

６月（月分） １２月（月分）

39

93.591.8

49

6

3

46 3

48

代表的な職種
区 分 合計

単労職医療職

43

3

100.0

3

3

4号給(人）

3

42

2号給(人）

8号給(人）

45

一般職

3

有（５％・１０％）

40

職制上の段階、職務

95.6

37

100.0

の級等による加算措置

支給率計
備　　考

95.8

6号給(人）

8号給(人）

4号給(人）

43

45

6

（月分）
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カ 定年退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

国の制度（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709 制度なし

キ 地域手当

医師

16

6

16

ク 特殊勤務手当

医師 技術

4.4 0.03

12.2 22.4

223,550 909

研究研修手当
診療手当

放射線取扱手当
待機手当

ケ その他の手当

その他の加算措置 備　　考

給料総額に対する比率（％）

区 分

支給対象

国の指定基準に基づく支給率（％）

支給対象職員数（人）

2.1

事務

区　分

夜間看護手当

支給対象職員の比率（％）
（令和4年4月1日現在）

支給対象職員１人当り
平均支給月額

24,269

代表的な特殊勤務手当の名称

看護師

支給率（％）

55.1

区 分

自動車等通勤者に対する距離区分と支給額通　　勤　　手　　当 異

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

同

同

国　の　制　度　と　の　差　異 差　　異　　の　　内　　容
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（単位　　円）

１． 医業収益

(1) 入院収益 364,952,000

(2) 外来収益 283,278,000

(3) その他医業収益 85,907,273 734,137,273

２．医業費用

(1) 給与費 571,288,000

(2) 材料費 112,690,910

(3) 経費 238,690,000

(4) 減価償却費 120,696,000

(5) 資産減耗費 2,000

(6) 研究研修費 3,090,910 1,046,457,820

医業損失 312,320,547

３．医業外収益

(1) 受取利息配当金 1,000

(2) 患者外給食収益 381,819

(3) その他医業外収益 7,681,819

(4) 他会計補助金 292,911,000

令和３年度飯南町病院事業会計予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで ）
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(5) 国県補助金 19,581,000

(6) 事業勘定繰入金 200,000

(7) その他補助金 1,000

(8) 長期前受金戻入 20,542,000 341,299,638

４． 医業外費用

(1) 支払利息及び

企業債取扱諸費 10,472,000

(2) 雑損費 30,730,817

(3) 消費税 6,100,000 47,302,817 293,996,821

経常損失 18,323,726

５． 予備費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

　当年度純損失 19,323,726

　前年度繰越欠損金 772,696,892

　その他未処分利益剰余金変動額 0

　当年度未処理欠損金 792,020,618

22



（単位　　円）

　１．　固　定　資　産

（１） 有形固定資産

イ 土地 98,185,975

ロ 建物 2,150,273,471

減価償却費累計額 △ 879,200,396 1,271,073,075

ハ 構築物 50,730,823

減価償却費累計額 △ 19,324,438 31,406,385

ニ 機械備品 755,763,520

減価償却費累計額 △ 596,447,629 159,315,891

ホ 車輛 7,156,409

減価償却費累計額 △ 4,664,633 2,491,776

ヘ 建物附属設備 202,961,629

減価償却費累計額 △ 83,020,180 119,941,449

有形固定資産合計 1,682,414,551

（２） 無形固定資産

イ 水道施設利用権 124,070

無形固定資産合計 124,070

固定資産合計 1,682,538,621

　２．　流　動　資　産

（１） 現金 496,092,853

（２） 未収金 144,597,863

貸倒引当金 △ 1,092,335 143,505,528

（３） 貯蔵品 5,593,274

流動資産合計 645,191,655
2,327,730,276

令和３年度飯南町病院事業会計予定貸借対照表

資 産 合 計

　資　　産　　の　　部

（令和４年３月31日）
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　３．固　定　負　債

（１） 企業債

イ 建設改良企業債 751,420,369

固定負債合計 751,420,369

　４．流　動　負　債

（１） 一年以内返済予定企業債

イ 建設改良企業債 128,565,837

（２） 他会計借入金

イ 他会計長期借入金 0

（３） 未払金 59,590,323

（４） 賞与引当金 24,031,000

（５） 法定福利費引当金 3,944,000

流動負債合計 216,131,160

　５．繰　延　収　益

（１） 長期前受金

イ 補助金 432,338,840

収益化累計額 △ 239,337,912 193,000,928

ロ 受贈財産評価額 6,214,352

収益化累計額 △ 6,040,188 174,164

　繰延収益合計 193,175,092

1,160,726,621

　６．資　　本　　金

（１） 自己資本金（他会計出資金） 1,936,545,023

1,936,545,023

　７．剩　　余　　金

（１） 資本剰余金

イ 補助金 16,939,110

ロ その他資本剰余金 5,540,140

資本剰余金合計 22,479,250

（２） 利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 792,020,618

△ 792,020,618

△ 769,541,368

　　　　　　　　資本合計 1,167,003,655
　　　　　　　　負債資本合計 2,327,730,276

　負　　債　　の　　部

資 本 の 部 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

負 債 合 計

　資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
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（単位　　円）

　１．　固　定　資　産

（１） 有形固定資産

イ 土地 98,185,975

ロ 建物 2,150,273,471

減価償却費累計額 △ 921,295,396 1,228,978,075

ハ 構築物 50,730,823

減価償却費累計額 △ 20,312,438 30,418,385

ニ 機械備品 767,755,157

減価償却費累計額 △ 640,934,629 126,820,528

ホ 車輛 7,156,409

減価償却費累計額 △ 5,344,633 1,811,776

ヘ 建物附属設備 218,855,266

減価償却費累計額 △ 96,133,180 122,722,086

有形固定資産合計 1,608,936,825

（２） 無形固定資産

イ 水道施設利用権 109,070

無形固定資産合計 109,070

固定資産合計 1,609,045,895

　２．　流　動　資　産

（１） 現金 479,629,016

（２） 未収金 145,097,863

貸倒引当金 △ 1,132,335 143,965,528

（３） 貯蔵品 4,593,274

流動資産合計 628,187,818
2,237,233,713

令和４年度飯南町病院事業会計予定貸借対照表

資 産 合 計

　資　　産　　の　　部

（令和５年３月31日）
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　３．固　定　負　債

（１） 企業債

イ 建設改良企業債 657,671,409

固定負債合計 657,671,409

　４．流　動　負　債

（１） 一年以内返済予定企業債

イ 建設改良企業債 119,548,960

（２） 未払金 60,390,323

（３） 賞与引当金 23,612,000

（４） 法定福利費引当金 4,493,000

流動負債合計 208,044,283

　５．繰　延　収　益

（１） 長期前受金

イ 補助金 432,338,840

収益化累計額 △ 255,424,912 176,913,928

ロ 受贈財産評価額 6,214,352

収益化累計額 △ 6,096,188 118,164

　　繰延収益合計 177,032,092

1,042,747,784

　６．資　　本　　金

（１） 自己資本金（他会計出資金） 2,015,736,023

2,015,736,023

　７．剩　　余　　金

（１） 資本剰余金

イ 補助金 16,939,110

ロ その他資本剰余金 5,540,140

資本剰余金合計 22,479,250

（２） 利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 843,729,344

△ 843,729,344

△ 821,250,094

　　　　　　　　資本合計 1,194,485,929
　　　　　　　　負債資本合計 2,237,233,713

負 債 合 計

資 本 金 合 計

　負　　債　　の　　部

利 益 剰 余 金 合 計

　資　　本　　の　　部

資 本 の 部 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

剰 余 金 合 計
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Ⅰ.重要な会計方針

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法　定額法

・主な耐用年数

建物 22～60年

構築物 24～50年

機械備品 2～20年

車輌 5年

建物附属設備 5～36年

（２）リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

３ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

本町は、退職手当組合に加入しており、病院事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決

めにより、病院事業会計が一般会計に対して負担金を拠出している以降の追加的負担は全額一般会計において措置することになってい

るため、病院事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処置を行っている。

（２）賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額

を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

４ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ.予定キャッシュ・フロー計算書等関連

重要な非資金取引

当該事項はない。

注記
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Ⅲ.予定貸借対照表等関連

１ 担保に供している資産等

該当する資産はない。

２ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込

まれる額は503,461,959円である。

３ 重要な係争事件に係る損益賠償義務等に関する事項

当該事項はない。

Ⅳ.セグメント情報の開示

当事業は、単一セグメントのためセグメント情報は省略する。

Ⅴ.減損損失

当該事項はない。

Ⅵ.リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた会計処理を行っている。

２ リース会計に係る特例措置

リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅶ.その他の注記

１ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置
平成26年３月31日以前における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、

平成26年３月31日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除い

たすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。)を対象とした按分等の方法を用いて

合理的に整理している。

２ 賞与引当金の目的使用による取り崩し

当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金24,031千円を取り崩した。

３ 法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

当事業年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支給するため、法定福利費引当金3,944千円を取り崩した。
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